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研究成果の概要（和文）：現在、日本は2050年までに温室効果ガスを80％削減するという目標を設定し、温暖化
対策に取り組んでいる。このような温暖化対策を実施していくにあたり、その経済的な影響についての情報が非
常に重要になる。本研究は今後日本において導入が検討されている温暖化対策（CO2の排出規制）、及び原子力
発電削減の経済的影響を定量的に分析するという研究である。

分析には応用一般均衡モデル（CGEモデル）によるシミュレーションを用いている。分析によって、温暖化対策
（CO2の削減）が経済に与える影響を、多様なシナリオ、多様な観点から明らかにすることができた。

研究成果の概要（英文）：Japan has decided to reduce greenhouse gases by 80% until 2050. To achieve 
the target, the government plans to introduce various GHG abatement policies. To discuss such 
policies, the information about their economic impacts is very important. This study aims to 
quantitatively analyze the economic impacts of the future GHG reduction policies and nuclear 
reduction policies in Japan.

For the analysis, we use the simulation approach by a computable general equilibrium model. As a 
result of our analysis, we have shown the economic impacts of GHG reduction policies in Japan.
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１．研究開始当初の背景 
 
【研究の背景】  

2015 年にパリ協定が発効し、地球温暖化
対策に積極的に取り組んでいくことが世界
全体としての課題となった。日本も 2030 年
までに温室効果ガス（GHG）を 2013 年比 
26％削減するという独自の目標を掲げると
ともに、長期的には 2050 年までに GHG 
の 80％の削減を目指している。  
このように、温暖化対策の必要性が認識さ
れ、温暖化対策の導入が進むと同時に、温暖
化対策の導入の経済的効果、環境的効果をシ
ミュレーション分析によって定量的に予
測・評価するという研究が海外では盛んに行
なわれている。特に、その際に応用一般均衡
モデル（computable general equilibrium 
model、以下  CGE モデル）というアプロ
ーチが利用されることが多い。例えば、MIT
の研究者たちはEPPAモデルというグローバ
ル CGE モデルを用いて、世界各国の多様な
温暖化対策をシミュレーションによって分
析している。OECD も ENV-Linkages モデ
ルという CGE モデルを用いた分析を数多く
おこなっている。その他にも各国の研究者が
独自の CGE モデルを構築し、シミュレーシ
ョン分析をおこなっている。しかし、日本に
おいては、温暖化対策導入の議論は活発であ
っても、温暖化対策の経済的影響を定量的に
分析するという研究が非常に少ない状況に
ある。 

 
２．研究の目的 
 本研究は CGE モデルを利用し、今後導入
が検討されている温暖化対策（GHG の排出
規制）、及び原子力発電削減の経済的影響を
定量的に分析するという研究である。温暖化
対策の導入は化石燃料の利用を抑制するこ
とに繋がることから、経済活動の抑制に繋が
る。化石燃料は生産、発電、輸送などの目的
のために経済において広範囲に利用されて
いることから、温暖化対策は経済全体に大き
なインパクトを与えうる政策である。CO2の
削減量によってその影響は変わってくるこ
とから、適切なCO2削減量を決定するには、
その経済的な影響についての定量的な情報
が不可欠になる。   
 経済的な影響としては、まず GDP や国民
所得などのマクロ的な影響がある。これに加
え、個々の産業や家計などの個々の経済主体
に対する影響も重要である。本研究では、
GDP や国民所得などの経済全体として影響
とともに、個々の経済主体への影響も分析す
ることを目的としている。 
 また、温暖化対策といってもその手段は多
様である。例えば、企業や家計による自主的
な削減という方法もあれば、政府による規制
もある。また、政府による規制にはコマンド
&コントロールのような伝統的な環境規制の
方法もあれば、炭素税、排出権取引のような

経済的手法もある。さらに、排出権取引一つ
をとってもみても、制度のあり方は多様であ
り、様々なタイプがありうる。本研究では
様々な政策手段の効果を比較し、どのような
政策手段が望ましいのかを明らかにするこ
とも目的としている。 
 さらに、日本では温暖化対策と非常に密接
に関係する政策として原子力発電に関する
政策がある。原発は CO2 を排出しない発電
方法であることから、温暖化対策の一つとし
て火力発電から原発へのシフトが考えられ
るが、東日本大震災における原発の事故の影
響から日本では今後の原発の利用について
は賛否両論がある状況にある。そこで本研究
では原発の利用についての様々なシナリオ
を想定した上で温暖化対策の効果を分析し
ている。 
  
３．研究の方法 
 本研究の目的は日本の温暖化対策の効果
を定量的に分析するということである。その
ための手法としては、CGE モデルによるシ
ミュレーション（CGE分析）を用いている。
CGE 分析は一般均衡モデルを現実のデータ
（主に産業連関表）と組み合わせたシミュレ
ーション手法である。CGE 分析を用いるこ
とで、温暖化対策が経済の個々の経済主体
（各産業、家計など）に与える影響に加え、
経済全体（GDP や国民所得など）に与える
影響も分析することができる。 
 CGEモデルによる分析をおこなうには、1）
モデルの構築、2）データの構築、3）プログ
ラミング、4）政策シナリオ設定、5）シミュ
レーション、6）結果の分析などの手順が必
要になる。このうち 1）と 2）が研究におい
て最も重要な部分になる。本研究では、次の
ような特徴のあるモデルを構築している。ま
ず、電力部門を細分化したモデルを構築して
いる。CGE 分析は経済全体を捉える一般均
衡モデルを用いることから、個々の部門の扱
いについては粗い扱い方をしていることが
多い。このため電力部門についても一括した
扱いをしていることが多い。しかし、温暖化
対策を考える際には、発電が火力発電によっ
ておこなわれるのか、それ以外の発電によっ
ておこなわれるのかが非常に重要なポイン
トになる。また、火力発電であっても、それ
が石炭火力なのかガス火力発電なのかで
CO2 排出量は大きく変わってくる。そこで、
本研究では発電部門をできる限り細分化し
た扱いをしている。 
 第二に、太陽光、風力等の再生可能エネル
ギーを考慮している。最初の点とも密接に関
係するが、温暖化対策を考える際には再生可
能エネルギーによる発電も重要になる。どれ
だけ再生可能エネルギーが利用可能かによ
って温暖化対策の経済的な影響は大きく変
わってくる。そこで、本研究では太陽光、風
力といった再生可能エネルギーによる発電
も組み込んだモデルを利用している。 



 最後に、本研究では 2050 年までの長期を
分析できるような動学モデルを利用してい
る。温暖化対策については、政府は既に 2050
年までの削減目標を決定している。今後、長
期的に取り組んでいく課題であることから、
2050 年程度までを分析できるようなモデル
であることが望ましい。そこで本研究では
2005年から2050年までの動学モデルも作成
している。 
 分析目的によって、電力部門の細分化の程
度を変更したり、静学モデルを用いたりもし
ているが、基本的には以上のようなモデルを
構築した上で、日本の温暖化対策、及び原発
の削減策の効果を定量的に分析している。 
 
４．研究成果 
  
以下では、研究成果をまとめた論文、学会
発表などについて説明する。 
 雑誌論文の Yamazaki and Takeda (2016)
は日本の原発利用について様々なシナリオ
を想定し、その経済的、かつ環境的な影響を
CGE モデルによって分析したものである。モ
デルには 12 地域、25 部門の動学的なモデル
を利用し、2007 年から 2040 年の期間を分析
している。モデルでは、電力部門を、石油火
力、石炭火力、ガス火力、原子力、水力、太
陽光、地熱、風力、バイオマスの 9つの発電
方法に細分化している。 
 原発利用についてはシナリオとしては、1）
IEA の World Energy Outlook における New 
Policy Scenario における原発水準、2）40
年での廃炉というシナリオ、3）原発の再稼
働なしというシナリオの3つのシナリオを想
定している。さらに、シミュレーションでは
既に日本で導入されている固定価格買取制
度も考慮している。 
 シミュレーション分析では、原発を削減す
ることは経済的にはマイナスの影響をもた
らすことという結果が出た。特に、エネルギ
ー集約産業については原発の削減は生産量
に対して比較的大きいマイナスの影響をも
たらすという結果となった。 
 
 雑誌論文の武田（2017）は日本における CO2
削減策を分析した研究である。効率的に、つ
まり経済全体の削減費用を最小化する形で
CO2 を削減するには排出源（企業）の間で削
減の限界費用を均等化させる必要がある。排
出量取引においてそれを実現するには全て
の部門を対象として排出枠の取引をおこな
わせる必要があるが、現実の排出量取引では
対象を一部の部門に限定していることが多
い。武田（2017）の第一の目的は、排出量取
引の対象を一部の部門に限定することによ
って排出規制の効率性が実際にどの程度損
なわれるかを定量的に分析することである。 
海外では排出量取引が主要な排出規制の手
法として利用されている国が多いが、日本で
は排出量取引のようなトップダウン型の規

制より企業の自主的な行動による削減が好
まれる傾向がある。しかし、自主的な行動に
よる削減は限界削減費用の均等化を達成す
るものではないため、やはり経済全体を対象
とした排出量取引より効率性が劣ると考え
られる。武田（2017）の第二の目的は排出量
取引と自主的な削減の効率性を比較するこ
とである。 
分析にはCGEモデルによるシミュレーショ
ンを利用している。モデルとしては日本を対
象とした 40 部門、48 財の静学的な CGE モデ
ルを用いている。この分析では主に短期的な
視野に立った分析を意図しているので、動学
モデルではなく、静学モデルを用いている。
また、温暖化対策は調整の働きにくい短期的
には失業をもたらす可能性も高いため、Wage 
curve モデルを用いて失業を組み込んだモデ
ルになっている。 
以上のモデルを用いて、全ての部門を排出
量取引の対象とするケース、一部の部門のみ
排出量取引の対象とするケース、自主的な行
動による削減を想定するケースなどを分析
した。分析により以下のような結果が導かれ
た。まず、排出量取引の部門を限定すること
で、場合によっては排出規制の効率性がかな
り悪化することがわかった。特に、電力部門
のみに限定するケースでは全部門を対象と
するケースより GDPや消費の減少率が 2倍程
度に拡大した。 
第二に、全部門を対象とした排出量取引と
企業の自主的な削減を比較するとやはり後
者の方が効率性は劣ることになった。今後、
どのような手段を用いて CO 2 を削減してい
くかは重要な課題であるが、本研究の分析は
部門間での限界費用の乖離につながるよう
な仕組みを選択することで、排出規制の効率
性が大きく損なわれる可能性があることを
示唆している。 
 
学会発表の②は日本におけるCO2削減と原
発の削減をCGEモデルによって分析した研究
である。CO2 削減と原発の削減について多様
なシナリオを想定し、各シナリオを実行した
ときにどのような経済的影響が生じるかを
分析している。 
分析には、41部門・48財の2005年から2050
年までの逐次動学モデルを用いている。政策
シナリオとしては、CO2 の削減と原発の削減
について複数のシナリオを想定した。CO2 に
ついては「削減なし」から「60％」の削減、
原発については「50％削減」から「90％削減」
を想定し、さらに両者を組み合わせるような
シナリオも分析した。 
分析により以下のような結果が導かれた。
まず、原発の削減は GDP のようなマクロ変数
にマイナスの影響をもたらすが、その影響は
それほど大きくはないという結果となった。
一方、CO2 の削減については削減率が高いケ
ース（60％の削減）ではマクロ変数に対しか
なりマイナスの大きいマイナスの影響が生



じるという結果となった。原発の削減も CO2
の削減もともにエネルギー集約産業の生産
は大きく減少させるという結果が出た。 
さらに、CO2 の削減を単独でおこなうとき
よりも、原発の削減と組み合わせた場合には、
経済へのマイナスの影響がかなり大きくな
るという結果となった。 
以上、3 つの論文、学会発表の内容を説明
したが、どれにおいても今後の日本において
検討されている温暖化対策の導入について
政策決定の際に参考になる定量的な情報を
提供するような分析をおこなうことができ
た。 
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